
武蔵野栄養専門学校

【学校目標（スローガン）】

【優先課題】 【全体総括】

【各戦略領域における活動概略】
※ 達成度は ◎ ○ △ × の４段階

概　　略
定 性 的 目 標
定 量 的 目 標

経　緯　と　結　果
達成度

※
成　果

向 上 方 策
問 題 点

改 善 方 策

多様化する栄養士のニーズに答える授業を展
開するとともに教育の質の向上を目指す。

＊ﾁｬｲﾑ授業開始、SHRの実施、授業構
成の改善･工夫によるﾒﾘﾊﾘのある授業
＊ｽﾎﾟｰﾂ栄養ｺｰｽの開講に向けた授業計
画の作成
＊授業評価結果の100％ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

多彩な授業展開や教育の質を向上させるためにグループワーク
やディスカッションを考えていたがコロナ禍により中断せざる
負えない状態になってしまった。今後はコロナを踏まえた安全
対策を整え実施したい。

△

授業評価結果を100％ﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸしたことで教科担当が
次年度に向けた授業改善が
行えるようになった。

令和3年度はコロナ禍に於い
てもメリハリのある授業が
できるような授業構成の改
善が課題となる。

新設される募集情報担当として広報部との連
携を強化し、学生募集への取組について検
討、実施していく。

*広報担当者との月1回の会議の
実施
＊入学者に対するOCに関するｱﾝ
ｹｰﾄの実施

広報部・募集情報課との連携を密にし、学校全体に周知したこ
とで学生募集活動の強化と共通理解を深め、結果的にOC参加者
の満足度・歩留まり率を上げることができた。

〇
必要な際に適宜会議で情報
交換を行いスムーズに広報
活動ができた。

募集情報課の新設とともに
広報部と連携し募集PTも円
滑に進めることが次の課題
となる。

学生の栄養士資格取得（卒業）に向けた支
援・サポートと校外実習の整備

＊退学率の目標内維持
＊校外実習の整備

番号16と17は密接に関わる内容であるが、理想と現実の溝は大
きい。分掌業務との兼ね合いも考慮すると担任を支援する組織
体制を確立する事が学生支援に直結するといえるため、型に拘
らない独自の教育相談体制を構築することが必要と思われた。
校外実習は、コロナの影響を多分に受けた。

△

企画調整会議において、学
年主任、実習実験課主事に
よるタイムリーな報告がな
され、学生状況の把握は従
来よりも共有できた。

担任支援の体制を整える
と、学生支援がより行いや
すくなる。校外実習は、コ
ロナ収束まで実習時間数に
拘ることなく対応する。

就職関連企業等との折衝、就職活動へのアド
バイス等、就職支援体制の強化を図る

＊就職率96％以上
＊ｽﾎﾟｰﾂ栄養分野の企業開拓

1名の就職希望者の活動が遅く、内定等の報告を受ける前に卒
業してしまった。
スポーツ栄養分野は、企業から情報を得て、引き続き企業開拓
に動く。

〇

内定がなければ継続して連
絡を取り就業につなげる。
スポーツ栄養は、多企業か
らの情報収集を行う。

就職活動の遅れが未就業に
つながるので、早期の就業
意識付けを図る。

専門人材育成訓練の受入とキャリアコンサル
ティングの実施を行い就職へと導く。ボラン
ティアの組織化を図る。

＊訓練生の就職率100％
＊子ども食堂でのｲﾍﾞﾝﾄの実施
＊地域貢献活動への取組

訓練生で就職希望者は就職したが、2名の訓練生が体力及び健
康面に不安を感じ就職しなかった。
地域交流･貢献活動はコロナの影響でできなかった。

△

訓練生の就業意欲と体力向
上を高める。
地域交流・貢献は、できる
ことから始める。

栄養士資格を生かせる就業
場所を開拓する。
交流関係機関から情報を得
てできることから始める。

教職員組織の改変と効率的な学校運営の実
施、分掌の整理による教職員の労働環境の改
善。

＊週1回の分掌･学年会議と企画
調整会議
＊時間外勤務の減少と有給休暇
消化率の増加

組織改編により、分掌組織に変更した初年度であったため、多
少の混乱は見られた。今後数年かけて効率的な運営ができるよ
う整えていく。

〇

定期的な会議の実施により
教職員間の共通理解が図
れ、同じ目的に向かい業務
を遂行することができた。

組織改変の初年度であり、
適切な業務分担など残され
た課題に取り組んでいく。

校内環境の整備と施設設備の維持･管理･改善
を実施

＊ﾄｲﾚの改修、教室環境の整備
＊実習室･実験室の機器･備品類
のﾃﾞｰﾀ管理

新型コロナの影響で予定に若干の狂いが生じたが、教室のパソ
コン設置などは十分対応できた。今後はより良い環境整備にく
け、学生の意見等も取り入れていきたい。

〇

各教室にパソコン等を設置
できたことで、視覚的変化
を付けられるようになり、
効果的な授業が行えるよう
になった。

校舎自体が老朽化してお
り、全面改修は難しい状況
のため、改修等の必要なと
ころを即効性を持って対応
する。

適切な予算の確保と経費節減の実施
＊現金精算の減少
＊時間外勤務減少による人件費
の削減

コロナ禍による勤務状況の変化があり、時間外勤務については
昨年との対比が難しく、次年度も合わせての判断が必要であ
る。

△
ビジネスプリペイドカード
の活用により教職員の負担
が軽減された。

業務分担の偏りをなくすこ
とにより、時間外勤務を減
少させ人件費の削減を図
る。

①学校運営組織を新たに編成し、スムーズで効率的な業務体制を構築する。
②「チャイム授業開始」を徹底するなど、メリハリのある授業内容を実行する。

①全教員をこれまでの「教務課」「実習実験課」の職務に加え、「教育管理」「学生支援」「募集
情報」「進路開発」の担当職務を行い、組織的な学校運営を構築するとともに創意工夫のある学校
づくりを目指す。
②より学生が積極的に授業に取り組み、栄養士として実力をつけるよう、以下のシステムを導入
し、授業改善の起爆剤とする。（ア）チャイム授業開始の徹底（イ）ショートホームルーム（ＳＨ
Ｒ）の励行（ウ）アクティブラーニングの導入（エ）定期考査マークシート方式の変更

戦略領域

（４）就職支援

（５）社会貢献･
　　　外部連携

前代未聞のコロナ禍にあり、学校運営に様々な困難が生じた。計画していた行事なども削減し、最低限の授業
確保が余儀なくされた。また自宅待機期間ではオンデマンドによるＷｅｂ配信で代替授業を行うなど全職員英
知を結集してこの国難を乗り切った。また授業開始後では万全の感染対策を取り、年度内での学生・職員誰一
人の感染者を出すことはなかった。また職員の分掌組織を新たに改変したが、各々その主旨を汲み取り能動的
に業務を行った。

定量的目標
の結果

ｺﾛﾅ禍に於いても影響されな
いﾁｬｲﾑ授業開始やｽﾎﾟｰﾂ栄養
ｺｰｽの開講・授業評価のﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸなど予定通り遂行でき
た。

広報部との連携を強化した。
入学者のアンケートはデジタ
ル化したことにより知り得た
い集計結果を迅速に把握する
ことができた。

退学率は目標達成した。校外
実習は学内代替となり実習先
情報のデータ化はできたが、
指導内容のマニュアル化はで
きなかった。

ビジネスプリペイドカードの
活用により、現金の取り扱い
は減少した。

（７）施設設備

（１）教育の充実

（２）学生募集

（３）学生支援

（６）組織･運営体制

※就職率99％
※スポーツ栄養分野の企業開
拓は情報収集、及び継続中

※訓練生就職率100％
※子ども食堂及び地域貢献活
動はできなかった。

企画運営会議は年間54回、職
員会議は11回、その他分掌ご
との会議もほぼ予定通り実施
された。

ﾄｲﾚの改修は未実施。年度ご
と3月には実習･実験室の機
器･備品類についてのﾃﾞｰﾀが
更新できている。

（８）財務戦略



【中期計画に基づく具体的施策】

（１）教育の充実 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

1
チャイム授業開
始

教
育
管
理
担
当

これまでは毎時間授
業開始時に担任が出
席を取り、日直が講
師をお連れし授業が
開始されるという流
れがあり、実際に授
業が始まるまでに時
間を要する場合が
あった。

集中できる環境で授業を
スタートさせるためチャ
イム前着席を履行させ、
チャイムとともに授業を
開始し、90分間（150分
間）をフルタイム使用し
た効果的な授業を展開す
る。

チャイム着席の
習慣化が図れる
こと。

―

授業担当が学内教員の場合、担当者
が出席をとる。講師の場合、担任が
出席をとるが講師には授業開始まで
に直接来室して頂く。

― 〇

チャイム着席は履行
できていたが、コロ
ナ禍の影響（エレ
ベーターの人数制
限）もあり講師の来
室が遅れることが
あった。

エレベーターの人数
制限が続くため、講
師に早めに教室へ向
かうよう協力して頂
く。

チャイム着席の履行およ
び授業開始前に講師が来
室することで、授業時間
をフルに活用した効果的
な授業を実施することが
できた。

〇

2
ショートホーム
ルーム（SHR）
の設定

教
育
管
理
担
当

担任からの連絡等を
取る時間がなかった
ため出席時を利用し
てきたが、授業開始
時間にかかってしま
う場合があった。

チャイム授業開始を実行
するためにも、担任から
の連絡事項等を行うため
の時間を設ける。時間割
編成により可能な始業前
または授業後の10分間を
SHRとして種々の連絡等に
当てる。

SHRの実施により
スムーズにチャ
イム授業開始が
実施できたか。

―
SHRが概ね実施でき、チャイム後に
担任連絡による授業開始が遅れるこ
とはなくなった。

― 〇

オンライン授業によ
るクラスルームの導
入により、SHRが困
難な場合でも連絡事
項等をクラスルーム
を通じて行うことが
可能となった。

時間割によっては、
SHRを組み込んで実
施することが困難な
場合もあった。また
授業開始前に行う場
合、クラス全員が揃
わない場合が多い。

毎朝SHRを実施すること
で学生の遅刻等の予防に
も繋がる。学年・時間割
によっては困難な場合も
あるため工夫が必要であ
る。

〇

3
授業構成の改
善・工夫

教
育
管
理
担
当

講義科目については
教員の説明中心の一
方通行な授業となる
ことも多く、寝る、
喋るなど授業に集中
できていなかった。

90分間、説明を聞き続ける授
業では学生の集中力は続かな
い。授業内容でも半分は話し
合い（ディスカッション）や
発表（プレゼンテーション）
などを取り入れ、学生が主体
的に授業に取り組めるよう授
業構成を改善する。

授業評価により
能動的な授業が
行われていたか
を判断する。

―

講義科目において、コロナ禍の影響
でディスカッションやプレゼンテー
ションを取り入れることは困難で
あったが、途中休憩を行うことで集
中力の向上を図った。
実習実験科目においては、実施方法
を変更・工夫して、行うことができ
た。

― △

実習実験科目では、
講義・実習・演習を
組み込み、学生が主
体的に取り組める授
業を展開することが
できた。

講義科目において、
感染対策に十分配慮
しながら、ディス
カッション・プレゼ
ンテーションを取り
入れていく。

コロナ禍による制限があ
る中でも、安全対策を講
じて授業の充実を図るこ
とも重要である。

△

4
スポーツ栄養実
習授業計画の策
案と環境整備

教
育
管
理
担
当

スポーツに対する興
味関心は高まってお
り、競技者等に対す
る栄養の重要性など
から本校でもスポー
ツ分野について学び
たい学生に対し学習
の場を提供する。

スポーツ栄養実習の目
的・目標に沿った授業計
画の作成と、実施のため
に必要な機器･器具類の検
討及び購入。

授業計画を完成
させる、必要な
機器・器具を購
入する。

150万円

授業計画を作成した上で、授業を開
始することができたが、詳細に至る
所までは計画を立てることができて
いない。また、今年度はコロナ禍の
影響により、接触や近距離に寄る演
習を控える方向で授業構成を考えて
いる為、本来取り入れる演習内容の
検討や機器・備品の購入にまで至っ
ていない。

― △

授業計画を作成する
ことができた。今後
は外部講師と連携し
コロナ禍における授
業計画や備品等の購
入を進めていく。

コロナ禍において、
制限される演習が多
いが、感染対策を踏
まえて、実施可能な
演習を積極的に取り
入れていく。

今年度より開講されたス
ポーツ栄養実習が本校の
売りになるよう設備等も
整えていく。

△

6
授業評価アン
ケート用紙の改
善

教
育
管
理
担
当

これまでの授業評価
は集計作業を事務局
に依頼していたた
め、質問内容の検討
や改善を行っておら
ず、十分なフィード
バックも実施できて
いなかった。

前年度のアンケート内容
について検証し、令和2年
度版を作成する。また、
結果の集計作業の簡素化
を図るための機器を購入
する。

機器の購入によ
りスピーディー
に結果の集計が
でき、教科担当
者へのフィード
バックが実施さ
れること。

120万円

コロナ禍のため予定していたグルー
プワーク等が実施できず、アンケー
ト内容を変更し実施。年度末の講師
会にて授業担当者へのフィードバッ
クも行った。アンケートは
Googleformsを使用したことで集計
作業が効率よく実施できた。質問内
容については今後も検討していきた
い。

― ○

講師に対しフィード
バックを実施できた
ことは大きな進歩と
なった。また、学生
からの評価が低かっ
た講師には校長面談
を実施し、改善を求
めることができた。

当初マークシート方
式の読取機械を活用
する予定だったが、
授業評価アンケート
実施の業務分担が学
生支援課となったた
め、Googleformsで
のアンケートに変更
し実施した。

Googleformsを使用する
ことで集計作業の簡素化
も図れ、さらに予算削減
が可能となった。

〇

7
授業参観・授業
評価の実施と
フィードバック

教
育
管
理
担
当

授業評価についてはア
ンケートが実施されて
いたが、授業担当者へ
のフィードバックが完
全にされていなかっ
た。適切に授業を評価
するため、令和元年度
は校長による授業見学
のみが行われた。

授業改善につなげるた
め、引き続き授業評価の
ための授業参観を実施し
アンケートの結果も含め
たフィードバックを行
う。

授業参観の実施
と、授業評価ア
ンケート結果の
フィードバック
を全教員に対し
て行う。

―

オンデマンド授業では、外部講師の
内容を校長･副部長･教育管理課で確
認してから公開という手順を取った
ため、授業内容について把握するこ
とができた。対面授業実施後には、
校長・副部長・参与による授業参観
を実施した。また、前述の通り、授
業評価アンケートの結果は適切に講
師にフィードバックされた。

― ○

オンデマンド授業に
ついては教育管理課
が確認することによ
り、授業内容を確認
できるとともに、教
職員にとっても自己
の知識を高めること
につながった。

引き続き授業評価の
フィードバックと講
師への授業改善を促
す。

授業評価アンケートの結
果を適切に講師へフィー
ドバックし、次年度の授
業改善を促すことが可能
となった。

〇

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容



中期計画
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※

結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括具 体 的 施 策 計　画　内　容

8
期末試験実施方
法の効率化

教
育
管
理
担
当

管理栄養士国家試験や
栄養士実力認定試験は
マークシート方式で実
施されているため、そ
の回答方式に順応して
おく必要がある。ま
た、外部講師による採
点時のミスも懸念され
ていた。

国家試験等と同様の出題
形式にすることにより適
応力を育てるとともに、
採点時のミスを防ぐため
期末試験のマークシート
方式化を図る。

期末試験のマー
クシート方式へ
の変更と徹底を
図る。

120万円
(1)6と同

様

購入計画通り実施できた。
OMRは7月に納品、保守契約は8月よ
り開始した。9月の期末試験では問
題なくマークシート方式への変更で
きた。

OMR1台
専用

ソフト
1台

保守契約
1年

マーク
シート代
合計約80

万

◎

採点に掛かる時間や
経費を大幅に削減す
ることができた。ま
たデータの分析を客
観的にすることがで
き、誤問題を見つけ
ることが可能になっ
た。

システムを理解し、
採点業務に携われる
人員を増やしてい
く。

マークシート方式を採用
したことで採点ミスが無
くなり、更に人件費が削
減できた。

◎



（２）学生募集 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

9 広報部との連携

募
集
情
報
担
当

令和2年度より新設さ
れる担当として、広報
部との連携を図り、情
報交換を行うととも
に、その情報を職員全
体に共有することで、
最終的に入学者の人数
を増やすための土台作
りを行う。

募集情報担当は令和2年度
新設の担当で、広報担当
者を含めた会議を定期的
に行い、本校の強みや弱
点を見直し、募集に関連
付けていくことや、将来
構想検討委員会からの意
見も取り込み常に新しい
情報を発信していく。

広報担当者を含
め毎月1回の会議
を行うこと。

―

広報部・募集情報課との連携を密に
行い、適宜打ち合わせ・会議を行っ
た。将来構想検討委員会の意見も取
り組みながら相互に情報交換を行い
円滑な流れができた。

― 〇

広報部との連携を密
にし、学校全体に周
知、共通理解ができ
たため業務が円滑に
進んだ。次年度も広
報部・募集情報課の
打ち合わせ・会議を
相互に行う。

令和3年度より募集
PTが開始する為更な
る綿密な打ち合わ
せ・会議が必要とな
る。

募集情報課が新設され広
報部との連携が取りやす
くなった。募集PTも円滑
に進めることが次の課題
となる。

〇

11
興味が沸く魅力
的なWEB媒体の
改良

募
集
情
報
担
当

HPは広報部(企画室)
が主体となってお
り、学校では主にOC
のみに力を入れてき
たが、SNSなど高校
生の興味が湧くよう
な媒体も積極的に取
り入れていく必要が
ある。

将来構想検討委員会から
の意見も取り込み常に新
しい情報を発信する。

YouTubeや
Twitterなど、将
来構想検討委員
会に協力し、情
報アップに努め
る。

―

学校概要説明・施設紹介を広報部を
通じ企画会社に依頼、作成した動画
をHPにアップした。また将来構想検
討委員会とともに、CM動画作成など
SNSを活用した広報活動を強めた。

― 〇

入学者アンケートに
よると、SNSが学校
決定に影響したとい
う学生の割合が昨年
度は28％だったのに
対して、今年度は
45％だった。

高校生が利用してい
るSNSを把握・活用
し、広報活動をより
強めていく必要があ
る。

WEB媒体は募集活動には
非常に効果的である。媒
体作成は業者または教職
員が作成しているが広報
部にも撮影・作成等協力
を得たい。

△

12
OC参加者ｱﾝｹｰﾄ･
入学者ｱﾝｹｰﾄの
分析

募
集
情
報
担
当

OC参加者ｱﾝｹｰﾄは広
報部が主体で行って
おり、結果はWEB上
で確認できるものの
把握しきれていない
状況である。

令和2年度より学生募集に
ついて「募集情報担当」
という独立した分掌組織
となるため、OCについて
も分析し学生獲得につな
げていきたい。

アンケート結果
による体験満足
度の向上などを
目指す。

―

OC参加者に対し来校時に本校LINEア
カウントに登録、アンケートに回答
していただいた。入学者に対しても
Google Formsを活用し「入学者アン
ケート」を行い、参加時の意見を聞
くことができた。

― ◎

OC参加者のニーズを
確認することができ
た。それを基に実施
日や体験内容等の改
善点が明確となり、
次年度に向けた検討
材料とすることがで
きた。

在校生の声が聞きた
いといった旨の意見
が多く見受けられた
為、在校生のOC参加
で満足度の向上が図
れると想定される。

アンケート結果は、次年
度の募集活動に繋がる重
要な参考資料となるの
で、アンケートの「質問
内容の見直し」が必要で
ある。

〇

14 OCの企画･立案

募
集
情
報
担
当

過去のOC内容や参加
人数から管理職で検
討し、担当チーム･
テーマを決め、チー
ム内で内容を精査し
OCを進行していた。

募集情報担当としてOCに
どのように取り組んでい
くのかを検討し、効果的
な方法を企画･立案する。
リピーターの増加や保護
者満足度、現役・既卒な
ど対象者により求めるも
のは違うため、まずは情
報収集から開始する。

OC参加者の増
加。

―

コロナ禍の為、例年行っていた会食
となり得る昼食提供を中止した。そ
れにより職員1人当たりが対応する
体験生の数を少人数とし個別対応を
行った。また今年度からオンライン
説明会も実施した。

― 〇

個別対応を行ったこ
とで満足度を向上さ
せ、歩留まり率を増
加させることができ
た。

更に入学希望者を増
加させるためのOCの
企画・立案が必要。
オンライン説明会の
充実も図る。

アンケートを把握しOC内
容がマンネリ化すること
のないよう常に参加者の
ニーズに合わせられるよ
う常に新しい企画・立案
を行う。

〇

15
大卒者支援制度
の立ち上げ

募
集
情
報
担
当

人材育成訓練への参
加者からみても、資
格取得を目指す社会
人は増加傾向にあ
る。

大卒者支援制度を設けて
入学金10万円を免除し、
社会人入学者を増やす。

2021年度入学者
から大卒者支援
制度を制定す
る。

100万円
(10名分)

リスタート支援制度を新しく開始し
た。大卒者、社会人など栄養分野で
の学び直しを考える入学希望者に対
し、入学金10万円を免除。この制度
を13名が利用した。

130万円
(13名分)

◎

新規の支援制度が導
入され、想定を上回
る利用があった。次
年度も引き続き継続
する。

制度の周知により、
入学希望者への後押
しを図る。

この制度を利用してもら
うことは学園にとって利
益になるのか不利益にな
るのかを見極めることも
重要な課題である。

〇

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（３）学生支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

16
退学率の目標内
維持

学
生
支
援
担
当

家庭環境・人間関係の
問題が多く複雑多岐に
渡るため担任が中心と
なって支援してきたが
限界がみえている。2
年次、不登校に陥り結
果的に退学を余儀なく
される者も常在しつつ
ある。

退学の兆候を見逃さず、
早期に支援体制を整えて
退学者の減少を図る。

中途退学者5％以
内を目標とす
る。

―

退学率は、4.7%であった。目標達成と
なったが、ほとんどが担任による支援
であった。この理由は、退学を決めて
担任に申し出るケースが多いためとい
える。しかしながら、担任⇒学年主任
⇒副部長⇒校長への報告はよくでき
た。率の高い1年学年主任は、企画調整
会議において欠席過多者の状況報告に
努めた。また、実習実験課専任教職員
の報告事項も活かされた。

― 〇

欠席過多者≒不登校
者の報告がタイム
リーであった。担任
のみならず、何気な
い事も留意情報に入
力され情報共有でき
た。

退学を決めて申し出
る学生（保護者）を
減ずることが課題で
ある。

退学率の下限目標は、
5％が的確と思われる。
4.7％という結果は、変
え難い入学希望者全入の
環境にあって、最前線に
立つ担任や実習実験課専
任教職員の努力の成果と
いえる。

〇

17
スクールカウン
セラーとの連携
強化

学
生
支
援
担
当

進
路
開
発
担
当
お
よ
び

相談者対応の仕方に
ついては、その多く
が担任任せとなって
いる。

悩みや相談を抱える学生
に対して日常的且つ組織
的に支援する。担当組織
の教職員は窓口となる。
より専門的な支援が必要
な際はSCへと繋ぐ。ま
た、定期的な協議により
情報交換と共有に努め
る。

課員の半数以上
が窓口となる。
教育相談体制を
構築する。

―

達成基準にある組織的な支援体制は築
けなかったと思われる。組織的な対応
に拘らず、学年とその各担任に置き換
える方が現実的かもしれない。また、
SC面談の予約法は柔軟且つ多岐に渡る
ため、窓口は求められた担任（教職
員）に変更すべきといえる。16との関
係が深い施策であったが、考え直す時
期かもしれない。

― △
問題発生時の担任対
応は、ベストを尽く
していた。

内容およびその深刻
度でランクを決め、
施策の対象を明確に
する。

SCに繋ぐほど深刻ではない
学生に対する支援は、常に
高い水準で行われている。
個人情報保護の観点も忘れ
てはならないが、相談対応
した情報は、複数人で共有
することが肝要といえるた
め、記録に残すことや報告
を重視して欲しい。

〇

18
実習先情報の整
備

学
生
支
援
担
当

保育所メインで新規
開拓がなされ実習先
は増加した。情報の
整理とデータ化が必
要といえる。

実習先企業・施設等の情
報を整理・データ化す
る。選定･依頼に活かす。

企業・施設すべ
てについて、共
通項目の情報が
データ化され、
常に更新できる
体制を整える。

―

受入実績のある実習先企業・施設等
の情報をデータ化した。連絡および
訪問した際に、担当者や施設責任者
等に変更が生じた場合、随時更新し
た。

― ○

情報のデータ化によ
り、従前の実習先が
的確な施設であるか
検証することが可能
となった。

人事異動は、年に複数回
というケースもあり得る
ため、施設責任者や担当
栄養士の変更情報があっ
た際は、タイムリーな更
新が望まれる。

〇

19
円滑な履修が可
能となるよう、
体制を整える

学
生
支
援
担
当

担当者1名体制で、
履修が円滑に進まな
いことが多かった。

履修全般の流れとその指
導内容をマニュアル化す
る。誰が担当しても円滑
に履修を進めることがで
きる体制を構築する。

妥当なマニュア
ル完成および課
員の半数以上が
対応可能とな
る。

―

新型コロナウィルス感染症の影響に
より、学内実習となった。従来の履
修方法と異なる状況となったため、
履修全般に関する流れやその内容の
マニュアル化には至っていない。

― △

実習先企業・施設等
の指導に関する意見
や要望などを含めた
指導内容を作成す
る。

引き続き、コロナ禍によ
る実習上の制限があると
想定される。当面、実習
日数減や時短等も視野に
入れた履修の流れも意識
し、マニュアル化するこ
とが重要になる。

〇

20

実習先、学生、
学校それぞれに
プラスとなる履
修科目にする

学
生
支
援
担
当

実習先の都合（意
向）と学生のそれが
優先されることによ
り、混乱がみられ
た。

事前指導（教育）を重視
する。実習先との連携を
図る。効果的な実習を実
現させることにより、知
識や技術を修得しやすく
する。

実習先および学
生クレーム数に
ついて、それぞ
れ5％以内を目標
とする。

―

担当者と課員で連携を図り、事前指
導（教育）を充実させた。新型コロ
ナウィルス感染症の影響により学内
代替とした。企業等に依頼し、講師
を派遣していただき、講義及び演習
を実施した。

― △

事前指導は常に工夫し、担
当者間で相違点がないよう
協議を重ねる必要がある。
コロナ禍による様々な制約
があるため、少なくとも実
習先と学生に不利益が生じ
ない実習（または代替）実
施を目指し、柔軟に対応し
て欲しい。

〇

21

高等教育就学支
援制度の対象機
関としての役割
を果たす

学
年

(

担
任
）

令和2年度4月から高
等教育就学支援制度
が実施されることと
なった。各教職員が
理解を深め対応する
体制を整える必要が
ある。

対象機関として必要な、
実務経験のある教員によ
る授業科目を配置し、厳
格かつ適正な成績管理の
実施･公表などを適切に行
う。

確認要件を満た
すための申請書
の内容更新を実
施し、対象機関
の継続を目指
す。

―

成績管理などの適正な実施は行って
いるが、各教員の理解を深め対応す
るまでには至っていない。今後も対
応体制を整え実施する必要がある。
また、令和3年度4月からも継続し実
施されることとなった。

― △

特に各担任も理解を
深めるように総務部
担当者との打ち合わ
せの機会を設ける。

この制度を利用し入学を
希望される方がいます。
今後も継続できるよう、
対象機関として適切に対
応するために各教職員の
理解を深めるよう打ち合
わせ等の機会を設けるこ
とは必要である。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（４）就職支援 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

22
就職関連企業･
施設との折衝を
行う

進
路
開
発
担
当

これまでも就職担当者
による企業訪問を行っ
てきたが、栄養専門学
校として「進路開発担
当」が組織されたた
め、より一層の信頼関
係を築き就職率の維
持･向上を図らなけれ
ばならない。

新たな組織である「進路
開発担当」の認知を図る
ため、企業･施設への連
絡･訪問を実施するととも
に、就職先の開拓や就職
情報を収集する。

関連企業等への
折衝の実施。

―

新型コロナの影響により企業訪問は
減少したが、メールや電話連絡によ
り企業折衝はできた。また、保育園
園長との連絡を行うなかで情報の提
供をいただき、内定に至るなど、人
間関係を築いていくことができた。

― △

継続的な連絡を行い
校内の進路状況を話
題に挙げることで、
就職内定につながる
可能性を高める。

学生の希望を叶える
ために、更なる企業
担当者からの情報収
集と人間関係を築い
ていくことが大事。

直接会うことができない
中でのこまめな連絡での
やり取りを、今後も継続
的・定期的に実施してい
くことで、良好な関係を
築いてもらいたい。

△

23

就職活動に向け
た効果的なアド
バイスにより就
職率100％を目
指す

進
路
開
発
担
当

前年同様であるが、多
様な学生を受け入れて
いる現状もあり、精神
面、持病などを抱えた
学生を無事に就職まで
導くためには、就職担
当者と担任との連携を
より深めていく必要が
ある。

新組織「進路開発担当」
として体制を整える。求
人票の管理･就職相談･提
出書類への対応･面接指導
など就職活動に関するサ
ポートについて、担当者
や担当内容を協議してい
く。

担任と連携し、
就職に向けての
支援を行い、令
和2年度は96％以
上の就職率を目
標とする。

―

Googleclassroomを活用した面接希
望調査及び、担任・学年との連携・
協力により、目標の就職率を達成で
きた。

― 〇

就職支援課と学年が
就職情報を共有・周
知できたことで、就
職率を高められた。

就職未決定者への対
応、及び担任からの
情報の収集時期を、
早期に設定していく
必要があった。

目標の達成はできたと思
うが､今後は100％の達成
を願う。

〇

24
新規分野への企
業開拓の実施

進
路
開
発
担
当

スポーツ栄養コースは
新たに設ける選択科目
であるが、現状ではス
ポーツと関連する就職
先はスポーツジム等若
干でしかないのが現状
と思われるため、ス
ポーツに関わっている
企業等の掘り出しから
進めることが必要と思
われる。

スポーツ栄養を希望する
者をスポーツ系の栄養に
関わる企業等へ就職させ
られるよう、まずは企業
開拓をすることが先決で
ある。

食を通じスポーツ
と関連性を持つ企
業を開拓するこ
と。令和3年度第1
回スポーツ栄養
コース卒業生のス
ポーツ関連企業へ
の就職者1名以上を
目指す。

―

スポーツ栄養につながるよう企業情
報を流した。就職後も管理栄養士免
許の取得、その後の経験の積み重
ね、資格取得になるが、希望者への
説明及び希望・目標を持たせたい。

― △

スポーツ栄養関連へ
の就職希望者が増え
るなかで、新学年に
対して資格取得まで
の流れを説明し、理
解の上でのコース専
攻とした。

スポーツ栄養関連の
企業の開拓を継続し
ていく。

スポーツ栄養に関わる進
路先の開拓を、少しづつ
でも増えていくことを期
待する。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（５）社会貢献・外部連携 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

25
専門人材育成訓
練事業の継続

進
路
開
発
担
当

専門人材育成訓練生
の受入は平成31年度
10名であったが、令
和2年度は新たに20
名の受入を予定して
いる。

専門人材育成訓練の最終
目的は就職である。訓練
生受入を継続するために
は訓練生の就職先の確保
が絶対条件となる。就職
先企業との折衝により就
職先の確保に力を入れ
る。

専門人材育成訓
練生の100％の就
職を目指す。

―

平成31年度生の就職率は、80％で
あった。20％は栄養士の仕事内容が
体力的に厳しいとの理由から、訓練
終了後も就職活動を続けている。

― △

就職担当者による企
業との折衝により、
訓練生と企業との
マッチングがスムー
ズに進んだ。また訓
練終了後も就職支援
を行っている。

更なる就職先の開拓
と、企業の担当者か
らの情報収集などに
より、訓練生と企業
とのマッチングを進
める。またキャリア
コンサルティングな
どを通し、訓練生の
特性を見極める。

社会人経験や、年齢・体
力のなどにより栄養士の
仕事に不安を覚える訓練
生も少なくない。面談や
キャリアコンサルティン
グを通し、個々の就業へ
のサポートをして欲し
い。

△

26
訓練生へのキャ
リアカウンセリ
ングの実施

進
路
開
発
担
当

担任の中でも4名が
ジョブカード作成ア
ドバイザーの資格を
取得しているが、現
状では法人事務局の
就職担当者にキャリ
アカウンセリングを
依頼している。

ジョブカード作成アドバ
イザー3名を進路支援担当
に配置し、継続的に進路
相談･進路支援を実施して
いく。

ジョブカードを
使用した定期的
なキャリアカウ
ンセリングの実
施。

―

平成31年度生は主に就職担当者と担
任(ジョブカード作成アドバイザー)
が実施していた。令和2年度の進路
支援担当におけるジョブカード作成
アドバイザーは2名であるため、他
の2名にも協力を仰ぎ実施してい
く。

― 〇

平成31年度生には既
定のキャリアコンサ
ルティングの実施が
できた。令和2年度
生にも継続して実施
していく。

ジョブカード作成ア
ドバイザー証の有効
期限が2023年度まで
となるため、方策を
考える必要がある。

キャリアコンサルティン
グの実施により、個々の
希望等が明確になる。更
にサポート体制を強化し
て欲しい。

〇

28
ボランティア･
地域貢献活動の
実施

進
路
支
援
担
当

地域貢献は豊島区･
北区･新宿区･千代田
区などで活動中、内
容は子ども料理教
室･健康･スポーツ･
介護･医療･障がい者
に関する内容で期間
も3年以上となる。

ボランティア希望者の積
極的な受け入れを行う。
豊島区などの自治体や社
会福祉協議会、高等学校
教員、地域の人たちと交
流を深める。

豊島区などの自
治体と連携のも
と、健康料理教
室年5回、介護予
防講座年4回以上
開催する。参加
者数は毎回20名
以上を目標とす
る。

―

新型コロナウイルスの影響により、
地域貢献の機会がなかった。またボ
ランティア活動については、ペット
ボトルのキャップ回収を行った。

― ×

担当者を中心に地
域、関係機関との連
携を行うことで、可
能な限りの貢献を検
討していく。

前任担当者や地域等
から情報を収集し、
学生を活用した自主
活動につなげていき
たい。

ボランティア・地域貢献
ができるよう、今後も機
会を模索して、交流関係
を築いて欲しい。

×

29

豊島WAKUWAUﾈｯﾄ
ﾜｰｸ「椎名町こ
ども食堂」への
協力

進
路
開
発
担
当

椎名町こども食堂へ
2017年より協力し、
毎回学生ボランティ
アが参加している。

子ども食堂へのボラン
ティア参加の継続に加
え、栄養専門学校ならで
はの栄養相談や料理教室
などのイベントの開催を
目指す。

栄養相談ブース
の設置やイベン
トなど、毎月1回
実施することを
目標とする。

―
新型コロナウイルスの影響により、
地域への協力の機会がなかった。

― ×

担当者を中心に関係
施設と連絡を取り合
い、可能な限りでき
ることを検討してい
く。

前任担当者や関係施
設等から情報を収集
し、学生を活用した
自主活動につなげて
いきたい。

今後何ができるかを検討
し、交流関係を築いて欲
しい。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（６）組織・運営体制 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

30
分掌･学年会議
の実施

校
長
･
副
部
長

これまでの組織運営
は人ありきで進んで
おり、ある意味トッ
プダウンも多く、責
任や権限がはっきり
していない部分が多
かった。

分掌･学年間で担当する業
務についての権限と責任
を整備し、分掌ごとの組
織運営を実施する。分担
された業務内容は課内で
共通理解し、個々に役割
を決めて取組む。

週1回の分掌･学
年会議の実施

―

分掌会議は月1回ペースで、学年会
議は週1回ペースで実施し、共通理
解を図った。分掌内では業務ごとに
分担して取り組んだが、組織を変更
した初年度のため、分掌長に業務が
偏る傾向があり、今後の課題であ
る。

― ○

組織的に業務を進
め、個々の教職員の
業務に対する理解度
が深められた。

分掌長に業務が集中
している業務を精査
し適切な分担となる
よう割り振る。

十分な会議を開催できな
かった組織もあり、今後
改善の必要がある。定期
的な会議の開催により、
より一層の共通理解を図
る。

 ○

31
企画調整会議の
実施

校
長
･
副
部
長

週1回、主事以上会
議が実施され、そこ
で決定された事柄を
朝礼または課ごとの
ミーティングにおい
て伝達するといった
形で意思伝達が行わ
れていた。

分掌や学年での懸案事項
や決定事項は各分掌の
リーダーと校長･管理職が
これを審議･共通理解した
上で進める必要があり、
これを「企画調整会議」
として定期的な報告の場
を定める。

週1回の企画調整
会議の実施

―

週1回の企画調整会議を実施し、分
掌、学年、実習･実験、給食のリー
ダーが出席、各部署からの連絡･報
告により共通理解の上で学校運営を
行えた。

― ◎

企画調整会議から各
分掌･学年･実習実験
へと決定事項が伝達
され、逆に各組織か
ら検討･諮問事項が
企画調整会議にかけ
られるといった組織
の適切な運営が図れ
た。

今後も継続していく。  ◎

32
職員会議を実施
し、教職員間の
共通理解を図る

校
長
･
副
部
長

職員会議はこれまで
も月1回実施してい
る。闊達な意見交換
というよりは、決定
事項の伝達といった
ものであった。

分掌･学年会議→企画調整
会議→職員会議というプ
ロセスで決定事項等が共
通理解されるというシス
テムを整備する。

月1回の職員会議
の実施

―

月1回の職員会議は職員室の自席に
て実施することで、ペーパーレスに
て行うことができた。また、企画調
整会議での報告事項を元に各分掌･
学年・実習実験･給食から全教職員
に連絡･報告を行うことで、全教職
員の共通理解を計れた。

― ○
全教職員の共通理解
を図れた。

今後も継続していく。  ○

33 退勤時間の改善

校
長
･
副
部
長

個々の担当する業務
や時期的なものによ
り業務内容に偏りが
あり、時間外労働も
やむを得ない状況に
ある。

組織変更･分掌の整理を実
施することにより個々の
業務負担を減らし、時間
外労働の減少させる。各
自の業務負担状況を業務
日誌にて確認し、負荷の
ある場合には業務を改善
する。

教職員の平均時
間外勤務の減少

―

令和2年度はコロナ禍による休校措
置等があり、例年と比較して時間外
は少なかった。学校が再開してから
も、最低限の時間外勤務となるよう
各部署のリーダーによる業務分担の
平均化により令和元年度と比較する
と時間外勤務が減少し、退勤時間は
改善された。

― ○

分掌組織となり、こ
れまで担任として
行っていた様々な業
務が分掌に振り分け
られ担任の業務負担
の軽減につながっ
た。

実習･実験関係では
これまでと同様の業
務に分掌組織として
割り振られた業務が
プラスされた。分掌
業務の適切な分担と
組織メンバーの変更
を実施し時間外勤務
の減少を図る。

コロナ禍により1･2年の
授業時間帯に時間差を設
けていることも関係して
いる。

  △

34

休暇申請方法の
見直しによる有
給休暇の取得増
加

校
長
･
副
部
長

休暇については、以
前より取得しやすい
状況ではあるが、有
給休暇の日数を消化
できるまでには至っ
ていない。

組織変更･分掌の整理を実
施することにより業務負
担の差を抑え、計画的に
休暇を取得できるよう体
制を整える。

有給休暇消化率
の増加

―

新型コロナウイルス感染症蔓延に伴
う休校要請により、令和2年度は特
別休暇の対応があったため、有給休
暇の消化に先立ち特別休暇の取得が
優先となった。これにより、最低5
日間の有給は取得されたもののすべ
ての日数を消化することはできな
かった。

― △

休暇申請簿の変更に
より、各自が自分の
休暇日数を把握しや
すくなった。業務に
支障のない範囲での
休暇は取得できる環
境も整いつつある。

休暇を取得しやすい
業務分担とし（週1
曜日は授業を入れな
い等）有給休暇取得
の推進を図る。

令和３年より勤怠管理が
システム化し、より一
層、各自の休暇について
管理しやすくなった。ま
た1時間ごとの休暇が取
得できるようになり、今
後は取得率の増加が見込
まれる。

 △

35
クリーンデスク
の実行

校
長
･
副
部
長

日常業務の中で提出
物などの書類も多く
なるが、書類の盗
難・紛失、情報漏え
いを避けるためには
常に机上を整理整頓
する必要がある。

情報漏えいを防ぐための
セキュリティ対策として
も、机上に情報媒体を置
かずクリーンデスクを維
持しなければならない。
定期的に見回りを実施
し、注意喚起を行ってい
く。

職員室内の定期
的な見回りと注
意喚起でクリー
ンデスクを維持
させる。

―

クリーンデスクの目的は、机上を整
理しておくことにより書類の盗難･
紛失による情報漏洩を防ぐことにあ
る。職員室は学生や業者の出入りも
あるため、常にクリーンデスクを維
持させる必要があるが、一部に維持
できない者もいた。

― △

机上を整えること
で、個人情報に関す
る書類やUSBなどを
意識し、個人情報に
あたるものについて
は鍵のかかる引き出
しや戸棚に保管する
体制を整えられた。

年度によりデスクの
配置を変えること
で、机上整理をはか
り、クリーンデスク
を維持させる。

クリーンデスクにより机
上が整理されることで、
個人情報などの書類の管
理に一層注意する効果が
あると想定される。
クリーンデスクを維持さ
せることが重要である。

 △

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（７）施設設備 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

36
トイレ修繕･改
修の実施

担
任
・
教
育
管
理
担
当

施設･設備の老朽化は
進んでおり、学生募集
にも影響を及ぼしかね
ない。若年層からは
「トイレがきれい」で
あることを学校選びの
基準とする声も聞かれ
るため、まずはトイレ
の改修を実施したい。

体験入学時に使用する2・
3階のトイレの改修を第一
に考え、その他の施設設
備に関しても順次整えて
いきたい。

令和2年度内に2
号館2･3階のトイ
レの改修を実施
する。

見積
依頼中

見積依頼をしていたが、後藤学園全
体の耐震工事の関係で現在改修計画
を止めざるを得ない状態である。

― × 改修工事延期

令和5年度、実施予
定の耐震工事の際に
トイレの修繕依頼を
行う。

耐震工事の際に修繕でき
るよう見積及び工事日程
等確定する。

×

37 教室環境の整備

担
任
・
教
育
管
理
担
当

各教室のブラインド
は破損や昇降コード
の故障が多く、修理
よりも買換えの方が
低予算で収まる状況
である。

採光や室内温度を調整･管
理することが可能とな
り、教室環境を整えるこ
とができるため、古く
なったブラインドの交換
を行う。

7階から10階の各
教室のブライン
ドの交換

約120万円 各教室に設置完了。 270万円 ◎

採光や室内温度を調
整･管理しやすくな
り、より良い学習環
境を確保することが
できた。

◎

39 ICT環境整備

担
任
・
教
育
管
理
担
当

パワーポイントなど映
像機器を使用した授業
を展開することは学生
の学習意欲の向上のた
めにも必要である。令
和元年度、各教室に大
型スクリーンが設置さ
れたが、パソコンのサ
ポート終了などもあり
使用に至っていない教
室がある。

全ての教室にパソコン･プ
ロジェクター･スクリーン
を設置し、効果的な授業
が展開できるよう環境を
整える。

各教室へのパソ
コン･プロジェク
ター･スクリーン
の設置

45万円
(既存3台･
令和元年
度中に4台
購入予定)

各教室に設置完了。
各教室だけでなく、実習・実験室に
もパソコン・プロジェクター・スク
リーンを設置することができた。
（プロジェクター：4台、PC：6台）

100万円
（助成金

含）
◎

情報機器整備費の補
助金もあり各教室に
設置されパワーポイ
ント及びDVDなどが
活用でき、授業が視
覚化されることで効
率的な授業を行え
る。

パソコン及びプロ
ジェクターは、耐用
年数等の理由により
交換が必要な場合の
予算確保が今後も必
要である。

情報機器整備費の補助金
もあり機器環境を整えら
れた。

◎

40
実習室･実験室
の点検･整備

給
食
・
実
習
実
験

機器・備品類の管理
データが一括ででき
ておらず、耐用年数
を超えて老朽化して
いるものも多い。
また、1号館5階実習
室は衛生的観点から
も改修が急務であ
る。

法令に基づく機器・備品
類に関する一括管理デー
タの作成と、修繕・購入
の優先順位の検討をす
る。
1号館5階実習室に関して
は改修目的で業者との打
ち合わせを継続中であ
る。

管理データを基に
した機器・備品類
の修繕・購入につ
いて、計画の作成
と実施ができたか
どうか。また、5階
実習室の令和2年度
中の改修を目指
す。

不明
(改修内容
について
協議を継
続中)

機器・備品に関しての一覧は作った
ものの、法令に基づく管理データ、
及び修繕・購入の検討はできなかっ
た。
1号館5階実習室については令和2年
度に改修を行い、より実習に適した
構造になった。

5階実習
室修繕費
約2000万

円

×
1号館5階実習室は衛
生的観点に留意した
修繕工事ができた。

関係する法律が理解
できてない。また、
備品に関するデータ
の所在についても把
握ができていなかっ
た。これらについて
今後理解をしてい
く。

法令に基づく管理デー
タ、及び修繕・購入の検
討を行う。

×

41
栄養士業務の根
幹となる大量調
理実習室の整備

給
食
・
実
習
実
験

例年同様であるが、
老朽化や破損してき
ている設備などでき
る範囲の修理で対応
してきているが、希
望する全面改修には
至っていない。

本校のアピールポイント
とするために中期計画的
には全面改修を目指した
い。それまでは必要な機
器類の購入･修繕を実施す
る。

実習室及び食堂
ホールの整備や
修繕･必要な機
器･器具類の購
入。
改修に向けた計
画の立案。

―

給食室は作業台が古くなった為、買い
替えた。床が掃除できる作業台にな
り、より衛生的に実習が行えるように
なった。
また食堂ホールに作業台を設置するこ
とにより、作業スペースが増え、作業
がスムーズに行えるようになった。
まな板殺菌庫が故障していた為、買い
替えた。衛生的に実習を行える環境に
なった。

作業台
62万円
+まな板
殺菌庫
39万円

×

全面改修までには至
らなかったが、作業
台の交換やまな板殺
菌庫の交換を行い衛
生的な作業が一部可
能となった。

全面改修には至らな
かったが、衛生的に
作業区域を分けた作
業ができる環境を整
える必要がある。
今後の実習では作業
区域を意識した実習
ができるよう準備・
指導していく。

経費削減を行いながら、
全面修繕に必要な予算を
確保していく。

×

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



（８）財務基盤 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

中期計画

番号
施策名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容
（目的･意味／手段･行動）

達成基準
（ゴール･目標）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

42
事業計画に基づ
く予算の適正算
出

教
育
管
理
担
当

以前は前年度予算額か
ら新年度学生予定数の
差額を考慮した額を計
上していた。近年では
学園から提示された削
減率を考慮し予算を立
てており、予算内に収
めることが厳しい部分
もあった。

事業計画に基づき、目標
を達成するために必要な
次年度予算を算出すると
ともに、教育内容や設備
を充実させるために計画
的に予算執行を行う。

当年度1月までの
次年度予算の算
出と適切な予算
執行

―

予算に関しては申請上限額が示され
たため、その範囲内での予算申請が
必要であり、設備の充実にまでは至
らなかった。事業計画において想定
した費用により計画的に購入を進め
られたものと進められなかったもの
があった。

― △

ﾏｰｸｼｰﾄ方式での試験
実施に係る機器･用
紙の購入、5F実習室
の改修等は事業計画
に基づき実施され、
教育の充実を図るこ
とができた。

令和2年度中に実施
を希望していた施設
設備の改善や環境整
備で実施に至らな
かったものに対して
は引き続き次年度に
整備していきたい。

経費削減を実行しつつ
も、教育活動に必要な予
算を確保していくことは
重要であり、教育を充実
させることで学生募集に
繋げていく。

△

43
学生募集のため
の予算確保

教
育
管
理
担
当

学生募集につながる
活動は、現在、体験
入学にほぼ絞られて
いるが、これまで以
上の結果を得るため
には新たな取り組み
が必要となり、予算
も確保しなければな
らない。

学生募集につながる新た
な事業（出版・YouTube投
稿等）を考案し実現させ
るための予算を確保す
る。

必要な機器類の
選定と購入（ビ
デオカメラ･三
脚･照明）を進め
る。

10万円程
度

校長と募集情報課で都立高校を訪問
し募集活動を進めた。将来構想検討
委員会ではYouTubeチャンネルを立
ち上げ、定期的に動画を公開、学校
の知名度UPを図っている。予算は確
保されていなかったが、体験入学関
連の予算の中からPC･プロジェク
ター･スクリーンを購入、今後の募
集活動に活用する。

― ○

コロナ禍による授業
実施方法の変更によ
り、急遽ビデオカメ
ラや三脚・照明等の
機器･機材が必要と
なり、情報機器整備
費の補助金を利用し
図らずも購入が叶っ
た。

令和2年度も出版に
関して企画を進める
ことが出来なかっ
た。自費出版を取り
扱う出版社数社に説
明を聞いている段階
であるため、引き続
き実現化に向けて進
めていきたい。

募集活動については、今
後の学生募集PTに期待す
る。

〇

44
消耗品購入の
カード化

教
育
管
理
担
当

校
長
・
副
部
長

教材の購入に関して
は一部個々の現金立
替があり、その精算
に関しても煩雑な処
理が問題となってい
た。

食材量など消耗品購入の
際の支払いについて個人
カードにて管理・運用し
処理の効率化を図る。

カード決済によ
り現金精算の減
少が図れるこ
と。

―

ビジネスプリペイドカードの活用に
より大部分がカードでの支払いと
なった。現金立替が減り、精算処理
の効率化が図れた。

― ◎

個々の現金の持ち出
しがなくなったこと
で事故が防げ、購入
もスピーディーで時
間短縮につながっ
た。また、お金の流
れの透明化による不
正行為防止が期待で
きる。

カード化により決済が簡
潔になった。また、支払
依頼書の提出忘れが財務
で確認でき、ミスを防ぐ
効果もあった。

◎

45
ペーパーレスの
実施

教
育
管
理
担
当

校
長
・
副
部
長

職員会議や各種会議
において現状資料は
紙媒体が主で、年間
を通すとその量も膨
大となっている。

書類はメール等で対応
し、会議では職員室の自
席のPC上で資料を共有す
るなどペーパーレスを図
る。

紙媒体からデー
タ管理とするこ
とにより、経費
削減を図れるこ
と。

―

職員会議での資料についてはメール
への添付や共有フォルダを閲覧する
ことによりペーパーレスを図ること
ができた。

― ○

月1回の職員会議に
てデータ化した資料
を共有することで
ペーパーレスが習慣
化しつつある。

今後も資料の共有に
ついてはメール添付
などデータで管理
し、紙媒体での印刷
を減らし経費削減を
図っていく。

令和2年度は学生の欠課
レポートについても
Classroom内での提出す
る形へと変更。これまで
紙面にて提出・保管され
ていたレポートがデータ
での保存となったことは
評価できる。

〇

46
適切な勤務体制
による経費削減

教
育
管
理
担
当

校
長
・
副
部
長

担当する業務によ
り、時間外勤務を余
儀なくされている現
状がある。

組織の改変を行い、これ
までの業務を適切に振り
分け、時間外勤務の減少
を進めることにより人件
費の削減を図る。

各教職員の業務
について適切に
管理し、時間外
勤務を減少させ
る。

―

コロナ禍による休校措置等があり、
例年と比較して時間外は少なかった
と思われる。組織の改編により分掌
ごとに業務が割り振られたが、業務
が増えた者もおり、一概に業務の負
担が軽くなったとは言えない。

― △

分掌組織となり、こ
れまで担任として
行っていた様々な業
務が振り分けられ担
任の業務負担の多少
の減少がみられ時間
外勤務が減少、人件
費の削減につながっ
た。（33と同様）

分掌業務の適切な分
担と組織メンバーの
変更を実施し時間外
勤務の減少を図って
いく必要がある。
（33と同様）

学生と関わる部分での時
間外勤務は避けられない
が、令和3年度より学生
の下校時刻に関して一定
の方針を作成、これによ
り教職員の放課後対応を
減らし時間外勤務の減少
を図る。

△

具 体 的 施 策 計　画　内　容 結　果　お　よ　び　自　己　評　価 学 校 総 括



【その他の取り組み】 ※ 達成度･評価は ◎ ○ △ × の４段階

領
域

区
分 取り組み名

担当
組織

これまでの教訓
（現状分析･課題）

内　容 達成基準
（行動目標含む）

想定され
る費用

経緯と結果
（変更点･実施内容･達成内容）

費用
達成度

※
成 果

向上方策
問題点

改善方策
コメント

評価
※

教
育
の
充
実

特
色
事
業

栄養士実力認定
試験への対策と
して、各科目･
各授業回ごとの
小テストの実施

教
育
管
理
担
当

実力試験のA判定結
果は全国平均には
及ばず、栄養士養
成施設として今後
のA判定増加を目指
さなければならな
い。

講義科目における授業終
了10分前小テストや学習
の振り返り、実力試験対
策を実施し、知識の習得
を図る。

小テストを含
め、実力向上に
向けた効果的な
取り組みについ
て検討し、まと
める。

―

令和2年度よりこれまでの相対評価
から絶対評価へと変更し、認定Aと
なる点数のレベルが上がった。この
ため認定Aの人数は増加しなかった
が、全国平均51.1点と比較し本校の
平均が51.5点と上回り、評価できる
結果となった。

― ○

通常授業の中に小テ
ストなど実力試験対
策を取り入れ、レベ
ルアップが図れてい
る。

今後認定Aを取得す
る者を増加させるに
は、自宅学習への取
組みが必要である。

今年度は全国平均を上回
り、一人一人のレベル
アップが図れていた。認
定Aの取得者を増加させ
る取り組みを認定科目全
教科で実施する。

〇

教
育
の
充
実

特
色
事
業

栄養士実力認定
試験対策講座に
おける各科目担
当者のレベル
アップ

教
育
管
理
担
当

栄養士実力認定試験
対策講座1･2において
教職員が教科担当と
なっているが、その
科目についての学習
や研修を受けておら
ず、専門性を磨く必
要がある。

担当科目と関連する他の教員
の授業を見学し、対策講座に
生かすほか、外部の研修・講
座等に積極的に参加させ、自
己研鑽に努める。また、対策
講座独自の授業評価アンケー
トを実施し、効果的な授業展
開を目指す。

担当者の授業見
学と実力講座に
対する授業評価
アンケートの実
施。

―

コロナ禍によりオンデマンド授業や教
室内の密を防ぐ必要があり授業見学を
実施することが殆ど出来なかった。ま
た、外部研修や講座も実施されず独学
のみとなってしまった。授業評価につ
いては学生からの意見を各担当者に伝
え次年度に向けた対策を行う。

― ×

直接授業を見学するこ
とは不可能であった
が、オンデマンド授業
については、何度も閲
覧し学習することがで
きた。

外部研修等はウエブ講
習も増えてきたので積
極的に参加出来るよう
に調整していく。授業
評価アンケートから学
生が求める内容等をま
とめ多くの学生が理解
できるように努める。

対策講座独自の授業評価
アンケートを実施し、学
生の苦手な部分を効果的
に指導する体制を整える
必要がある。

×
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